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１．第６次瀬戸市総合計画について 

⑴ 計画の概要 

① 計画の位置づけ 

  第６次瀬戸市総合計画は、市政における最上位

の方針である「基本構想」と、それを実現するた

めの総合的な施策体系を示す「基本計画」、中期

的な視点からの施策の実施計画である「中期事業

計画」からなる最上位の計画であり、行政が携わ

るすべての分野における主要な施策の長期的な

方針を示すものです。 

 

② 計画の期間 

  第６次瀬戸市総合計画は、平成 29 年度（2017 年度）から平成 38 年度（2026 年度）までの 10 年

間を計画期間としています。 

 

③ 計画の構成 

  第６次瀬戸市総合計画を構成する「基本構想」「基本計画」「中期事業計画」は、それぞれ以下に

示す内容となっています。 

○基本構想 

  基本構想は、市政における最上位の方針として、市民と共有する 10 年先の瀬戸市のあるべき姿

を示し、将来像、施策の大綱（都市像）、将来人口、土地利用により構成しています。 

○基本計画 

  基本計画は、基本構想を実現するための総合的な施策体系を示すもので、基本的な枠組み、施策

体系、進行管理により構成しています。 

○中期事業計画 

  中期事業計画は、短･中期的な視点からの施策の実施計画であり、短･中期における事業方針、主

な事業の実施内容･事業費･実施スケジュール･活動指標等により構成しています。 
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④ 将来像及び都市像 

  第６次瀬戸市総合計画では、瀬戸市が、市民にとって

暮らしたい、企業にとって活動したいと思われるまちへ

と、瀬戸市の持つ魅力を「まちの誇り」として世界に発

信しながら、未来に向けて新しく変わっていくことを目

指し、『住みたいまち 誇れるまち 新しいせと』を将来

像に掲げています。 

  そして、この将来像を実現するため、具体的に達成を

目指す都市の姿として、３つの都市像を掲げています。 

 

 

⑵ 計画の施策体系 

  将来像「住みたいまち 誇れるまち 新しいせと」を実現するために３つの都市像を掲げ、各都市

像を達成するための政策を展開しています。 

  それぞれの都市像・政策は、１つの分野（行政組織）によって達成されるのではなく、分野横断

的な施策による達成を目指しています。 

  第６次瀬戸市総合計画の施策体系は、「施策」から「政策」、「政策」から「都市像」、「都市像」か

ら「将来像」と、それぞれの効果を連鎖させ、組み合わせていくという新しい行政組織の取り組み

を示すものです。 
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⑶ 計画の進行管理 

  計画の進行管理は、政策の進捗状況について、①自己評価、②内部評価、③外部評価を行うこと

に加え、人口動態や市民意識等の将来像の実現を評価する指標の数値が更新されるタイミングで④

政策議論を行うことで実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  事業の進行管理については、まず、中期事業計画として次年度から３か年の事業実施計画を策定

（Plan）し、それを踏まえて、次年度の当初予算を編成（Plan）、事業を実施（Do）しています。そ

の後、重点及び主要事業については、その実施状況を評価（Check）し、決算に係る主要な施策の成

果に関する報告書としてとりまとめ、公表しています。 

  決算に係る主要な施策の成果に関する報告書のとりまとめ（Check）と、中期事業計画の策定（Plan）

の時期が重なっていること、中期事業計画の策定（Plan）と当初予算の編成（Plan）と２回のＰが

あることなど、ＰＤＣＡサイクルを適切に回すことができる仕組みへと見直す必要がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



4 

２．中期事業計画（令和６年度実施計画）について 

⑴ 計画の策定方針 

  令和５年度には、「第６次瀬戸市総合計画」の残りの計画期間である、令和６年度から令和８年度

までの事業実施計画である「中期事業計画（令和６年度実施計画）」を策定しました。 

  「中期事業計画（令和６年度実施計画）」では、将来像の実現・都市像の達成に向けて着実に歩み

を進めることができていること、暮らしの中心である４つの要素（住む／働く／学ぶ／育む）のさ

らなる充実に資する政策展開を図る必要があることといった背景を踏まえ、以下に示す視点を持っ

て策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：中期事業計画（令和６年度実施計画） 
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⑵ 中期事業計画（令和６年度実施計画）における財政計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：中期事業計画（令和６年度実施計画） 
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⑶ 市民満足度の向上と効果・効率の追求（「中期事業計画（令和６年度実施計画）」抜粋） 

  限られた資源の中で着実に「第６次瀬戸市総合計画」を推進していくためには、これまでの取組

を継続していくとともに、職員の人材育成や行政事務の品質向上なども徹底しながら、効果的・効

率的に施策を実施することが求められます。 

  「中期事業計画（令和６年度実施計画）」では、都市像の達成に向けて、民間への業務委託の推進、

歳入強化の取組、民間活力の導入、事務改善・適正化の取組、事務事業の整理・再編、働き方改革

の推進、デジタルトランスフォーメーションの推進、ファシリティマネジメントの推進により、市

民満足度の向上と効果・効率の追求に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：中期事業計画（令和６年度実施計画） 
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３．「事業評価」と「対話」による事業見直し等 

⑴ 令和６年度における中期事業計画の策定について 

  令和６年度における中期事業計画の策定については、次の観点から、これまでの中期事業計画で

行ってきた要求・査定は実施せず、昨年度策定した「中期事業計画（令和６年度実施計画）」と、今

年度策定した「令和５年度 決算に係る主要な施策の成果に関する報告書」を活用し、「第６次瀬戸

市総合計画」の総括、「次期瀬戸市将来計画」の策定に向けて、「事業評価」と「対話」による事業

見直し等に取り組むこととしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 事業見直し等の実施目的（期待する効果） 

  「事業評価」と「対話」による事業見直し等の実施目的（期待する効果）は、以下のとおりです。 

 

○ 「事業評価」の反映 

   「第６次瀬戸市総合計画」の総括に向けて、将来像の実現及び都市像の達成を意識した、現時

点での事業の進捗状況、目標達成状況等の「事業評価」を行う。 

○ 次期瀬戸市将来計画の策定準備 

   「令和５年度 決算に係る主要な施策の成果に関する報告書」の策定過程において、「事業評価」

を重点的に行い、令和９年度以降も見据えた事業のあり方について見直し等を行う。 

○ 「対話」の強化による改善 

   「次期瀬戸市将来計画」に向けた見直し等にあたり、市長と各部･課の対話により、さらに効率

的・効果的な事業内容・実施方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

■「第６次瀬戸市総合計画」の総括に向けて、事業の評価（将来像の実現・都市像の達成につながっ

ているか 等）を行う必要がある。 

■令和５年度に策定した「中期事業計画（令和６年度実施計画）」において、令和８年度まで（第６

次瀬戸市総合計画期間の最終年度）に実施する事業及び事業内容について立案・把握ができてい

る。 

■「次期瀬戸市将来計画」の策定に向けて、事業見直し（継続、拡大・縮小、改善、廃止 等）を行

う必要がある。また、将来の瀬戸市の姿を描き、その実現に必要な事業を見出していく必要があ

る。 
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⑶「事業評価」と「対話」による事業見直し等 

  事業見直し等については、「令和５年度 決算に係る主要な施策の成果に関する報告書」の作成を

通じて、現時点での事業の効果や達成度を把握したうえで、将来像の実現・都市像の達成に寄与し

ているか、事業のより効果的な実施方法はないか、社会や市民のニーズを踏まえた事業であるか、

事業の費用対効果はどうかなど、将来の社会構造の変化を見据えて、「事業評価」を実施することと

しました。 

  その後、「事業評価」の内容を基に、令和７年度・８年度における事業実施方針、令和９年度以降

の事業のあり方について、市長と各部・課とで協議・検討する「対話」を実施しました。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 事業見直し等の方向性 

 「事業評価」と「対話」を踏まえ、事業見直し等の方向性を整理しました。このうち、令和７年度

当初予算編成に反映したもの、予算編成への反映はないものの具体的な見直しや検討に着手したもの

は以下のとおりです。 

 

① 都市機能の再配置・再構築等による地域活性化 

  「次期瀬戸市将来計画」の策定に向けて、都市の持続可能な発展と地域の魅力向上を目指し、新

しい瀬戸市づくりを進めるため、尾張瀬戸駅東側地域の活性化については、観光・地場産業・文化・

商業振興及び地域防災・市民交流等の観点から、都市機能の再配置や再構築を検討します。 

  新瀬戸駅・瀬戸市駅等の駅前広場については、利便性の向上、複合商業施設等の立地など機能の

再配置を検討します。 
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  また、新たな産業用地の創出に向けて、次期将来計画及び都市計画マスタープランへの位置づけ

を明確に行うための調査検討を行います。 

 

② 公共施設の集約・統廃合等による市民サービスの質の維持・向上 

  人口減少や、公共施設の整備、管理・運営に必要な財源が限られる中、限られた財源やリソー

スを最適に活用し、公共施設の運営効率を高め、市民サービスの質の維持・向上を図ります。 

  中心市街地に位置する産業振興施設や文化施設については、各施設のあり方を個別に考えるだ

けでなく、施設の集約・統廃合について検討していきます。 

  子育て支援施設については、子育て世代の多様化するニーズに対して適切にサポートができて

いるかなどを検証し、地域ごとの人口動態やニーズに応じて施設の適正配置を検討します。ま

た、施設同士の連携を強化し、地域住民や利用者が複数のサービスを効率的に利用できるよう、

シームレスな支援の提供を検討します。 

 

③ ＤＸを活用した市民の暮らしの向上 

  情報技術やデジタルツールを駆使するなど、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を活用

し、行政サービスや市民の暮らし全般をより便利で効率的、かつ快適にする取組を推進します。 

  マイナンバーカードによる各種証明書のコンビニ交付の浸透を受けて、サービスセンターの廃止

や支所のあり方の検討を進めるとともに、庁舎内の窓口対応時間の見直しを図るなど、市民の暮ら

しの向上や職員の働き方改革を図ります。 

 

④ 歳入強化による財源の確保・充実 

  財政基盤を強化し、安定した財源の確保・充実を図るため、既存の収入を増やすだけでなく、新

たな収入源を確保することに努めます。 

  ふるさと納税については、中間事業者の見直しにより、寄附額増加を目指します。また、企業版

ふるさと納税についても、企業への積極的なアプローチにより寄附獲得を目指します。新たな収入

源の確保として、ネーミングライツや公用車への広告掲載等に取り組みます。 

 

⑤ 官民連携による効果的な事業実施 

  民間の資金や技術、ノウハウを活用し、行政サービスの効率化や質の向上を図ります。 

  ごみの減量、資源物の分別収集についても、民間企業との連携を図り、その専門的知見等を活用

し、ごみのさらなる減量、リサイクル率の向上、資源の有効活用、地域環境の保護を推進します。 

 

⑥ 補助金の見直し 

  補助金については、中期事業計画（令和６年度実施計画）で位置づけられた「市民満足度の向上

と効果・効率の追求」の一環として、法令上必要とされている補助以外のすべてを対象として見直

しを行います。 
 

 廃止 一部廃止 補助額の削減 内容見直し 

令和７年度 ４件 ３件 ２件  

令和８年度 １件   ２件 
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《主な事業見直し等の具体的な内容》 

区分 具体的な内容 担当部課 

①都市機能の再配置・再

構築等による地域活

性化 

尾張瀬戸駅東側地域の活性化については、観光・地場産業・文化・商業振

興、地域防災・市民交流等の観点から、都市機能の再配置や再構築を検討

する。 

経営戦略部、地域振

興部、都市整備部 

新たな産業用地の創出に向けた調査・検討を実施する。 産業政策課 

新瀬戸駅・瀬戸市駅及び瀬戸口駅駅前広場について、利便性の向上、複合

商業施設等の立地など機能の再配置を検討する。 

都市計画課 

②公共施設の集約・統廃

合等による市民サー

ビスの質の維持・向上 

旧山繁商店について、耐震診断結果を踏まえ、施設のあり方を検討する。 政策推進課 

デジタルリサーチパークセンターについて、指定管理期間終了後の施設の

あり方について検討する。 

情報政策課 

公衆無線ＬＡＮの今後の運用について検討する。 情報政策課 

新世紀工芸館、瀬戸染付工芸館、ノベルティ・こども創造館などの施設の

集約・統廃合について検討する。 

ものづくり商業振興課 

市民公園プールについて、維持修繕費用や熱中症等による利用者の安全確

保等を検証し、施設のあり方を検討する。 

スポーツ課 

老人福祉センターの大型バスや入浴施設については、老朽化による更新費

用の面から、設備・車両の維持のあり方を検討する。 

高齢者福祉課（老人

福祉センター） 

子育て支援施設について、人口動態や子育て支援のニーズに応じた施設の

適正配置を検討する。施設同士の連携を強化し、シームレスな支援を提供

する。 

健康福祉部 

給食センターの老朽化対策と併せて、単独調理場のセンター化を含めた給

食施設のあり方を検討する。 

学校教育課 

各施設の休館日の検討を行う。 施設所管課、 

行政課 

③ＤＸを活用した市民

の暮らしの向上 

業務の効率化に向けて生成ＡＩのサービス利用を開始する。 情報政策課 

窓口対応時間の見直しを検討する。 窓口業務担当課、 

行政課 

自治体情報システムの標準化・共通化を踏まえ、窓口業務担当課とともに

フロントヤード改革を進める。 

窓口業務担当課、 

情報政策課 

ＤＸの推進と併せて、サービスセンターの廃止や支所のあり方について検

討する。 

市民課、支所、 

行政課 

④歳入強化による財源

の確保・充実 

ふるさと納税について、令和６年度に実施する中間事業者の見直し等を行

い、歳入確保を図る。 

政策推進課 

企業版ふるさと納税について、企業への積極的なアプローチにより寄附獲

得を目指す。また、寄附拡大に向けて効果的なＰＲを行う。 

政策推進課 

ネーミングライツを活用し、財源確保を図る。 政策推進課 

燃料費や人件費の増加による経費上昇を踏まえ、施設利用料や使用料の見

直しを図る。 

施設所管課 

企業会計の経営健全化に向け、受益者負担の適正化を図るため、使用料改

定を行う。 

下水道課 

安全な水を安定して供給し続ける環境の維持と企業会計の経営健全化と

の両立を図るため、料金改定の必要性を検討する。 

水道課 

⑤官民連携による効果

的な事業実施 

民間企業と連携して、資源ごみの分別収集、ごみの減量に取り組む。 環境課 

  



11 

 

⑸ 今後の進め方について 

  今年度、「第６次瀬戸市総合計画」の総括に向けて、「中期事業計画（令和６年度実施計画）」に基

づき、「事業評価」と「対話」による事業見直し等を実施し、その結果を令和７年度当初予算の編成

へと反映することで、新しいＰＤＣＡサイクルを構築しました。今後、本年度の取組を検証し、「次

期瀬戸市将来計画」の計画構成や事業評価のあり方等について検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


